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大阪府河川整備委員会委員からの意見
2010年10月29日　　石田　裕子

槇尾川視察を終えての環境に関する意見

　次回委員会11月2日は本務のため欠席させていただきますので、先日10月28日の視察を終えての環境に関する意見を以下に述べさせていただきます。

　槇尾川流域の特徴は上流域（渓流域）の環境にある。ダム湖予定地の上流側の河川内の生物を観察したが、水生昆虫はカゲロウ、トビケラでも上流に生息する種、魚類はカワヨシノボリやタカハヤと思われる上流によく見られる種が生息しており、上流生態系として十分機能していると考えられる。中下流域は人為的な影響の大きい都市河川となっているため、この流域独自の環境とは言えないためである。中流域（郷荘橋付近）の河畔林はすでに人為的影響が見られるため、ダム案と局所改修案のどちらを採用しても、河畔林への影響は変わらないと思われる。ただし、河道内の草本植生等については、ダム案や局所改修案の対策を取った結果、現状と異なる水位変動や流況になるのであれば影響を受けると考えられる。

　現在計画中のダム案は重力式コンクリートダムであるが、これはダム直下の環境に悪影響を及ぼすだけでなく、ダム湖上流側の環境も改変する可能性がある。ダム下流の環境に対する影響としては、土砂供給が止まることによる河床の粗粒化がよく知られている。粗粒化すると生息場の多様性がなくなり、シマトビケラなど一部の生物しか生息できなくなる。増水による撹乱もなくなり、水質の悪化も考えられる。

　

　ダムで土砂が止められると、細粒土砂がダム湖に溜まり、上流側の河床勾配と流速が下がり、いわゆる中流域の河道環境になる。こうなると、現在存在している渓流生態系が失われる可能性がある。河道横断構造物の上流側の生態系に対する影響については、一般的にはあまり言及されていないが、国内の砂防ダムや固定堰における研究報告がある。

　また、上流域でのカジカガエルの保全対策の計画があるが、カジカガエルの生息環境を復元するだけでは足りず、餌となる小動物等が生息できる環境を含めた生態系全体を保全・復元することが重要である。特に、カジカガエルは産卵場として水際の砂が溜まっている部分を利用することから、こういった場所を復元する必要がある。また、産卵場、幼生の成育場、成体の生息場のそれぞれが利用可能な範囲内にあることが重要である。

　以上のことから、何らかの河川改修を行うことは、下流および上流生態系に影響を与えることが考えられる。現在、ダム案と局所改修案の2案について議論がなされているが、この2案だけで比較すると、ダム案が環境に与える影響は大きいといえる。ただし、治水上、人命最優先という判断でダム案を選定するのであれば、重力式コンクリートダムではなく、環境に配慮した土砂を供給できる穴あきダムや、計画中の安威川ダムのようにフラッシュ放流をして環境改善を図るといった方策を取ることが望ましいと考えられる。

平成22年11月1日　中川　一

知事からの質問要旨に対する意見

1． 槇尾川の上流部１．６ｋｍ区間は掘込区間であることから、「中小河川に関する河道計画の技術基準について」の考えを踏まえれば、原則、余裕高を取らなくていいとなるが、この場合、６５ミリの治水目標達成のための施設整備として考えていいか。

「中小河川に関する河道計画の技術基準について」では、掘込河川（区間）の計画高水位は、原則、地盤高程度とすることとしている。
（意見）
大阪府が河川管理、危機管理、治水管理ができるとするなら文句は無い。

2． ６５ミリ対策の治水手法選定の際に、８０ミリ対策を達成する治水手法と６５ミリ対策を達成する治水手法を比較することは妥当か。

槇尾川の治水手法検討の場合、ダムは治水目標以上の能力があることから超過洪水に効果があるのは当たり前であるが、そのダム案を他の案と並列に比較していいのか。
（意見）
馬鹿な議論と思う。一方（ダム）は完成形で考えるのが合理的であり、これもダムが有する特徴でもある。公平公正な条件にそろえてダムも６５ｍｍ対応で考える、というような議論はナンセンスだ。

3． 治水手法を選択する際に、治水目標を超える規模の降雨に対する被害軽減効果をどの程度考慮するべきか。

槇尾川の治水手法選択の場合、６５ミリ対策が治水目標となるが、この治水手法選択の際に、８０ミリ、９０ミリ降雨に対する効果をどの程度みるのが妥当か。
（意見）
委員会、治水部会でも６５ｍｍを超える雨でどのような被害が出るのかを評価し、これを見ながら、治水水準が６５ｍｍ対応になったとしても、被害が極力少なくなるような治水手法を進める、というところからあのI、II,IIIと治水水準のマトリックス表を作成してきた。超過洪水だから８０ｍｍ、９０ｍｍは見ない、＋αだとするんだったら、今までの議論は一体何だったのか？

「コストが一番安い」ということは重要な判断基準ですが、これだけで判断するのなら小学生でも判断できる。知事はコストが重要だとのことですが、知事という立場にある人は、やはり、コストも重要な判断材料とするけれども総合的に判断するということができなければならないと考える。即効性の視点、地元住民の希望、景観、環境といった点を総合的に考える必要がある。そして、総合的という点では、整備の「安全の質」をどのように判断するかが重要だ。知事は内部収益率については消極的な意見をお持ちのようですが、実は、この内部収益率が、私たちが何となく感じていて「質」を表している一つの例だと思う。内部収益率という数値を比較すると分かりにくいが、たとえば、

河川改修（50mm対策）＋河川改修案と、

河川改修＋ダム案

とを80mmの外力があった場合の被害額を見ると、

河川改修（50mm対策）＋局所改修案：279.14億円の被害

河川改修＋ダム案：33.03億円

差額（279.14-33.03）＝246.11億円

90mmの外力があった場合の被害額は

河川改修（50mm対策）＋局所改修案：823.90億円の被害

河川改修＋ダム案：676.51億円

差額＝147.39億円

となり、各整備手法でのコスト差20～30億円は想定被害額からするとオーダーが違ってきる。したがって、コスト的に一番安い手法で本当に大丈夫なんでしょうか、という素朴な疑問は、もし、30年に1回程度の強さの雨（65mm/h）よりも大きな雨（想定より15mm/hあるいは25mm/h大きな雨）が降った場合にこのような想定被害が出ます、この被害額は河川整備手法の違いよるコストよりもはるかに大きな被害額の差が出ます、というところがちゃんと説明されれば、整備の「安全の質」の大事さが分かってもらえるのではないか。ただし、期待値という観点からすると少し違ってくるが、感覚的には超過洪水（私たちはこれによる被害額等を横目で見ながら）に対しては被害額に大きな違いが発生するということをしっかりと認識しておく必要があるということです。

ただし、「堤防補強」の話になると、前回9時間にもおよぶ議論でも結論が出ないように、いくら検討しても国の安全照査基準や指針が無いのに大阪府でやるのか、ということになる（国の指針はあくまでHWLまでの堤防の性能照査手法を示しているに過ぎず、堤防天端までこの手法を拡張し、大阪府独自で指針を作るのか？）。もし、堤防補強した部分で洪水を流すことを期待する（超過洪水に対して余裕高部分の流下能力を期待する、すなわち破堤はしないと考える）のは構造令に合致しているのか私にはよくわからない。大阪府は超過洪水に対しては余裕高のところで破堤せずに持つと計画することは認めるのなら何ら問題は無い。堤防補強で対応すればよい。ただ、補強したところは１ｍｍ超えただけも破堤するのか、という議論はナンセンスで、１ｍｍは安全だと思うけれども２ｍｍは破堤する危険があるかも、ということになれば、どれだけなら安全でどれだけなら危険なのかということになりキリがなくなる。余裕高部分の補強個所の超過洪水に対する安全性評価を大阪府が勝手に決めてよいかどうかだ。この堤防補強技術論については大阪府の河川整備委員会で検討すべきレベルの問題ではないと考える。

